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ら，1993）としてとりまとめられており，掲載されてい

る全被災例（254例）の中から該当事例を収集して，被

災前後の断面図を比較することで，消波ブロックの被災

形態を把握することとした．また，波浪条件および構造

条件と消波ブロックの被災形態を関連付けることで，消

波工断面の変形に影響を及ぼすと考えられる要因につい

て考察した．

解析対象として収集したのは，被災前後の断面図が示

されているもので，潮位を含めた被災時の波浪条件が明

確な事例である．収集した事例を表-1に示す． 同一の時

化による同一港湾での被災であっても，構造条件が異な

る断面や被災形態が異なる断面については各々の断面を

解析対象とすることとした．その結果，計15断面を収集

した．

消波ブロック被覆堤における消波工の変形過程に関する実験的検討
An Experimental Study on Deformation of Wave -Dissipating Concrete Blocks Covering

Caisson Breakwaters
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The purpose of this study is to investigate the deformation characteristics of wave-dissipating concrete blocks covering
caisson breakwaters. Examples of actual deformation were examined to obtain knowledge on the features. The study
suggested that the relative crown height of the breakwater affected the deformation of the wave-dissipating concrete
blocks. A series of hydraulic stability tests was conducted to investigate the deformation characteristics. The test
results show that deformation of wave-dissipating concrete blocks is different between low and high crown conditions.

1. はじめに

構造物の設計法においては，性能設計体系への移行が

進められており，海岸及び港湾構造物においても性能設

計に関連した種々の研究が行われている．こうした中，

防波堤の主要な形式である混成堤については，ケーソン

の滑動量を考慮した設計法（例えば下迫ら,1998）が確立

されてきているものの，消波ブロック被覆堤に関しては

未だ検討の余地が残されている．性能設計では，構造物

の被害とそれに伴う機能劣化を適切に予測することが必

要であり，消波ブロック被覆堤においては消波工の変形

過程の予測・評価が必須である．既往の研究では，消波

ブロックの被災を考慮する場合，その被災形態は一律で

あるとして，被災を全て天端の沈下で置き換える手法

（例えば山縣ら,2002）がとられている．しかしながら，

消波工の被災形態は，波浪条件や堤体の構造条件等で異

なるものと考えられ，消波工の変形過程のより適切なモ

デル化が必要である．

本研究では，消波ブロック被覆堤における消波工の被

災形態を把握するとともに，その変形過程を定量的に把

握することを目的として，被災事例調査および系統的な

水理模型実験を実施した．

2. 被災事例の収集および解析

（1）被災事例の収集

消波ブロックの被災形態を把握するために，消波ブロ

ック被覆堤の被災事例を収集，整理した．主要港湾にお

ける防波堤の被災に関する全体的な調査は，被災防波堤

集覧（北島ら，1968; 武山ら，1975; 服部ら，1984; 宮井
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集覧発刊年
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1984
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1984
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1984

1984

1984

1984

1984
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地区名称

中の作港

留萌港(A-A 断面)

留萌港(B-B 断面)

留萌港(C-C 断面)

鴛泊港

むつ小川原港

八戸港

久慈港

鼠ヶ関港

小名浜港

鹿島港(A-A 断面)

鹿島港(B-B 断面)

上屋永田港

鴛泊港

渡嘉敷港

表-1 収集事例



（2）消波工の被災形態

収集した事例の被災断面図より，消波工の被災形態を

分類したところ，表-2に示す3つのパターンに大別され

た．パターンⅠは主に消波工天端付近で被災が生じてい

る場合（4事例），パターンⅡは主に消波工法面で被災が

生じている場合（7事例），パターンⅢは消波工天端およ

び法面の両方で被害が生じている場合（4事例）である．

（3）波浪および堤体の構造条件と被災形態の関係

鹿島ら（1986）は，直立堤・混成堤被覆材の被災事例

を被災時相対波高（被災時有義波高の消波ブロック安定

限界波高に対する比）で整理しており，被災事例は被災

時相対波高が1.0付近に集中していることを指摘してい

る．図-1に被災時相対波高をパターン毎に示す．図中に

は，各パターンの平均値も実線で示した．鹿島らの指摘

と同様に，被災時相対波高は，1.0付近に集中しているの

が分かる．各パターンの平均値を比較すると，パターン

ⅠとパターンⅢは同程度の値であり，パターンⅡの値が

相対的に小さい．このことから，被災時相対波高が大き

くなるにつれ，被災形態がパターンⅡからパターンⅠあ

るいはパターンⅢへと変化することが想定される．図-2

に被災時相対天端高（被災時水位から消波工天端までの

距離を被災時波高で除した値）をパターン毎に示す．被

災時相対天端高は，約0.2から0.9の範囲に分布している．

各パターンの平均値を比較すると，パターンⅡが大きく

パターンⅠおよびパターンⅢの値が小さい．被災時相対

天端高が大きい場合はパターンⅡの被災形態となり，被

災時相対天端高が小さくなるにつれパターンⅠあるいは

パターンⅢの被災形態となる．すなわち，被災時相対天

端高が大きいと法面が，小さいと天端が被災する傾向を

示唆している．そこで，以降の水理模型実験においては，

設計相対天端高hC /HD（hC :実験時水位から消波工天端ま

での距離，HD：消波ブロックの安定限界波高）が異なる

断面を対象とすることとした．

3. 水理模型実験

（1）実験条件

二次元造波水路（長さ50m，幅1.0m，高さ1.5m）内の

勾配1/30のモルタル床上に，消波ブロック被覆堤模型を

設置して行った．設計相対天端高hC /HDが0.39，0.60，

1.03の3種類の堤体（堤体A，堤体B，堤体C）を実験対

象とした．実験断面図の一例を図-3に，実験条件を表-3

に示す．消波ブロックはテトラポッドを使用した．

（2）実験方法

入射波（H1/3）としてHD を下回る波から大きく越える

波まで作用させた（H1/3 /HD≒0.9，1.0，1.2，1.5，1.9）．

同一波高ランクの波の作用は約1000波とし，消波工を積

み替えることなく，順次波高を上げていくこととした．

途中250波毎に，断面形状の計測を行った．測定箇所の

一例を図-4に示す．岸沖方向に12測線とし，測線の間隔

を2Dn（代表径の2倍）とした．測点は，消波工の大規模

な変形もとらえるために基礎マウンドの法先にいたるま
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表-2 消波工の被災形態

図-1 被災時相対波高

図-2 被災時相対天端高

図-3 実験断面図（hC /HD=0.60）



での広範囲に設けた．測点の間隔は，消波工天端で0.5B’

とし，それ以外はDnとした．測定は，タッチセンサー式

砂面計を用いて行った．

（3）実験結果

H1/3 /HD =1.0程度までは，被害が局所的に生じるが，被

害ブロック個数は少なく顕著な断面変形は生じなかっ

た．H1/3 /HD =1.22より断面変化が明瞭となり，波高ラン

クが上がるにつれ，横断方向に平均的な断面変形が生じ

た．H1/3 /HD =1.94に至ると，著しい断面の変形が観察さ

れた．図-5から図-7に各波高ランクの波を1000波作用させ

た後の消波工の断面形状を堤体毎に示す．ここでは，12

側線の平均値を示した．波高ランクの増大に伴い，消波工

の変形が進行する状況をよく捉えていることが分かる．

以降において，各波高ランクにおける入射波高H1/3を

用いて算出されるhC /H1/3を相対天端高と称する．表-4に

各波高ランクに対応した相対天端高を示す．断面変形が

明瞭となるH1/3 /HD =1.22では，各堤体の相対天端高が，

図-2に示した被災時相対天端高の分布範囲（0.2～0.9）

とほぼ一致している．そこで，被災事例との関連を検討

するために，H1/3 /HD =1.2における堤体A（hC /H1/3=0.32）

と堤体C（hC /H1/3=0.84）の断面形状に着目することと

した．

各々の堤体の断面形状および初期断面からの鉛直方向

の変位を図-8，図-9に示す．図中には初期断面の形状を

白線で示している．鉛直変位はDnで無次元化し，横軸は

相対水平距離x/B’（x：ケーソン直立壁からの水平距離，

B’：消波工の天端幅）で示した．堤体Aは，消波工天端

が沈下しており，沈下の範囲がx/B’=1.5程度まで及んで

いる．堤体Cは，消波工の法肩位置で沈下が生じている

が，天端中央は沈下していない．しかしながら，法面の

沈下は，x/B’=4.0程度まで及んでおり，堤体Aより広範
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設計相対天端高 hC /HD

水深 h

天端高 hC

天端幅 B’

使用ブロック

質量M

密度ρr

代表径Dn (=(M/ρr )1/3)

安定限界波高HD

不規則波

周期 T1/3

波高H1/3

堤体 C

1.03

11.6cm

堤体 B

0.60

36.5cm

6.8cm

8.7cm

テトラポッド

124.3g

2.352g/cm3

3.75cm

11.3cm

修正 Bretschneider

-光易型スペクトル

1.87s

9.8cm～ 22.0cm

堤体A

0.39

4.4cm

表-3実験条件

図-4 消波工断面測定位置（堤体B, hC /HD=0.60）

図-5 消波工の断面形状（堤体A, hC /HD=0.39）

図-6 消波工の断面形状（堤体B, hC /HD=0.60）

図-7 消波工の断面形状（堤体C, hC /HD=1.03）



囲で法面が変形していることが分かる．こうした変形の

状況は，被災時相対天端高が大きいと法面が，小さいと

天端が被災する被災事例の傾向と概ね一致している．
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4. 消波工の変形過程の評価

（1）変形過程の評価方法

被災事例および水理模型実験の結果を踏まえ、天端の

沈下および法面の変形の程度を把握することとし，図-10

に示す天端沈下率η’/hCと水平減少率 l’/l0を定義した．水

理模型実験で取得した断面形状のデータに基づき，天端

沈下率および水平減少率を算出し，消波工の変形過程の

定量的な評価を試みた．

（2）波数と消波工の変形の関係

標準的な設計相対天端高である堤体B（hC /HD =0.60）

における波数と天端沈下率および水平減少率の関係を図-

11に示す．天端沈下率および水平減少率ともに,12測線

の平均値を示している．各値ともH1/3 /HDが1以下ではほ

とんど変化しておらず，顕著な断面変化は生じていない

ことが分かる．H1/3 /HDが1.22で変化が生じ始めるが，そ

の際，最初の250波で天端の沈下や法面の変形が起こり，

その後 1000波までは，断面の変形が進行していない．

H1/3 /HD が1.53以上では，波数の増加に伴い断面の変形が

進行していることが分かる．こうした傾向は，堤体A，

堤体Cともに同様であった．

図-8 断面形状および鉛直変位（堤体A, hC /H1/3=0.32）

図-10 天端沈下率および水平減少率

図-11 波数と天端沈下率および水平減少率の関係

図-9 断面形状および鉛直変位（堤体C , hC /H1/3=0.84）

hC  /H1/3 

0.87

1.01

1.22

1.53

1.94

0.69

0.59

0.49

0.39

0.31

1.18

1.02

0.84

0.67

0.53

0.45

0.39

0.32

0.25

0.20

堤体A
(hC /HD =0.39)

H1/3 /HD 堤体C
(hC /HD =1.03)

堤体B
(hC /HD =0.60)

表-4 相対天端高（hC/H1/3）の変化



に消波工天端付近で被災が生じている場合，主に消波

工法面で被災が生じている場合，消波工天端および消

波工法面の両方で被災が生じている場合の3パターン

に大別される．

②被災事例より，被災時相対天端高に応じて消波工の被

災形態が異なることが示唆された．水理模型実験にお

いて，相対天端高hC /H1/3が大きいと法面が，小さいと

天端が被災する傾向を把握した．

③設計相対天端高hC /HDの異なる消波工の変形過程を水

平減少率および天端沈下率を用いて評価した．同じ水

平減少率の場合，設計相対天端高が小さいほど天端沈

下率が大きくなる．

今後，本研究の成果をもとに，より実現象に即した消

波工変形を反映させて，ケーソン作用波力の変化を検討

していくことによって，消波ブロック被覆堤の性能設計

の高度化が図れるものと考えられる．
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（3）水平減少率と天端沈下率の関係

図-12から図-14に水平減少率と天端沈下率の関係を堤

体毎に示す．天端沈下率および水平減少率ともに，12測

線の平均値を示している．図中には，近似直線もあわせ

て示した．入射波高H1/3の増加に伴い，水平減少率およ

び天端沈下率ともに増加しており，同じ水平減少率の場

合、設計相対天端高が小さいほど天端沈下率が大きくな

ることが分かる。この傾向は、被災事例の傾向と符合す

るものである。

5. 結語

本研究では，消波ブロック被覆堤における消波工の被

災形態および変形過程を把握することを目的として，被

災事例調査および水理模型実験を実施した．主要な結論

は以下のとおりである．

①消波ブロック被覆堤における消波工の被災形態は，主

図-12 水平減少率と天端沈下率の関係（堤体A, hC /HD=0.39）

図-13 水平減少率と天端沈下率の関係（堤体B, hC /HD=0.60）

図-14 水平減少率と天端沈下率の関係（堤体C, hC /HD=1.03）


